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加入中の保険や共済、被災時に受け取れる額を知っておこう 

石川県七尾市出身の知人Aさんは、

2024 年初の能登半島地震で実家が

被害を受けましたが、ほぼ持ち出し

なしで修繕費を賄えそうだといいま

す。公的給付である被災者生活再建

支援金（＝以下、支援金）50万円と、

任意加入の地震保険で 220万円を受

け取れるためです。 

何にせよ、生活基盤を失った中で

受け取れるお金は本当に助かるもの。

公的支援の内容を把握するとともに、

保険にせよ共済にせよ、何かの形で

備えることが大切だとわかります。

改めて、代表的な公的支援と自助の

手段、その内容を確認しましょう。 

 

●支援金は最大 300万円 

地震を含む自然災害で住まいが損

害を受けたときは、損害の程度に応

じて国や自治体による種々の支援を

受けられます。中でも代表的な支援

が、持ち家・賃貸を問わず住まいの

被害等に応じて現金が給付される

「被災者生活再建支援制度」です。今

回の能登半島地震でも、石川県、富

山県、新潟県の全域にこの制度が適

用されました。 

自治体が発行する「り災証明書」

で住宅が全壊・大規模半壊と判定さ

れた世帯は、住宅の被害程度に応じ

基礎支援金 50～100万円を受け取れ

ます。加えて、全壊・大規模半壊お

よび中規模半壊となった世帯は、そ

の後の住宅再建方法に応じた加算支

援金 50～200万円を受け取れます。

最大額は合計 300万円ですが、単身

世帯は 4分の 3の金額になります。

なお、半壊以下の世帯は対象外なの

で支援金を受け取れません。 

A さんの実家は中規模半壊と判定

されました。基礎支援金は対象外で

すが、住宅補修として50万円の加算

支援金が支払われるようです。 

 

●地震保険、JA共済は最大 50％ 

任意で地震被害をカバーする手段

には、損保会社の扱う地震保険のほ

か、共済や少額短期保険などがあり

ます。知っておきたいのは、地震災

害の予測困難性という特徴から、ど

の商品でも契約 1 件当たりの保険

（共済）金額が住宅再建価額より小さ

くなること。火災保険・共済のよう

にそれだけで住宅を再建し得る金額

にはなりませんが、支援金と異なり、

半壊以下程度の損害でも支払いを受

けられる場合があります。 

各商品の最大補償（保障）額は、

地震保険が火災保険金額の 50％、JA

共済が損害額の 50％、こくみん共済

COOP と CO-OP 共済は火災共済金

額の 30％、都道府県民共済は 20％で

す。修繕費に満たないこともあるで

しょうが、A さんは支援金と任意に

加入していた地震保険金との合計で

修繕費を賄えたわけです。 

支援金や自分の加入する保険・共

済からどの程度のお金を受け取れる

かを、早い機会に確認しておきまし

ょう。そして、地震等で被害を受け

たら、速やかに契約先に連絡をしま

しょう。電話のほか、契約先のWeb

サイトを通じて連絡できるところも

あるので、事前に確認しておくと安

心です。 

 

●損保・JA共済は立会調査が基本 

被災後は保険金等の請求手続きに

先立ち、契約先による損害調査が行

われます。その方法は契約先で異な

り、立会調査を要するケース、り災

証明書で認定するケースがあります。 

損保会社の取り扱う地震保険では、

原則として被害物件全件に立会調査

が行われます。損害の認定基準は地

震保険独自のもので、損保会社を問

わず一律の認定基準です。 

なお、この基準は自治体の発行す

るり災証明書とは認定の着目点が異

なります。そのため、り災証明書で

全壊と認定された住宅が、地震保険

で必ずしも全損と認定されるわけで

はありません。 

公平性を担保するため実施される

立会調査ですが、深刻な広域被害が

起これば相当の時間を要するおそれ

もあります。そこで損保各社が合同

で衛星写真等を用いた「共同調査」

を行い、立会調査が省略されること

もあります。共同調査の対象地域・

物件になると、損保会社から連絡が

来るので、契約者は連絡不要です。 

JA共済も立会調査が基本ですが、

能登半島地震では人工衛星画像等に

よる全損一括認定が実施されました。

こくみん共済COOPでも同様の対応

が実施されています。 

都道府県民共済の「地震特約」、

SBI いきいき少短「地震の保険」で

は独自調査は行われません。り災証

明書を用いて認定を行い、保険金等

が支払われます。 

（クルー 清水香） 

【各種地震補償（保障）の違い】 

商品（提供先） 最大補償（保障）額 損害認定の方法 

「地震保険」 

（損保会社） 
火災保険金額の50％ 独自認定 

「建物更生共済」 

（JA共済） 
損害額の50％ 独自認定 

「住まいる共済（自然災害共済）」 

（こくみん共済COOP） 
火災共済金額の30％ 独自認定 

「コープ火災共済・自然災害共済」 

（CO-OP共済） 
火災共済金額の30％ 独自認定 

「新型火災共済（地震特約）」 

（都道府県民共済） 
火災共済金額の20％ り災証明書で認定 

「地震の保険」 

（SBIいきいき少短） 

900万円 

（世帯人数による上限あり） 
り災証明書で認定 

 


